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はじめに 

 

新生児医療の発展により早産児の生存率は大きく改善してきていますが、本邦の周産期母

子医療センターネットワークデータベース解析報告にも示されているように、新生児慢性肺疾

患（Chronic lung disease; CLD）の発症頻度も増加しています。CLD は児の長期的な呼吸機

能および精神発達予後にも大きな影響を与えることから、CLD の発症および重症化予防は、

早産児の後障害なき救命のための重要課題の一つであり、生後早期から予後予測と早期治

療介入が可能となる CLD病型分類の必要性が高まっています。 

日本では、厚生省心身障害研究、慢性肺疾患班による病因別および胸部単純 X線所見

に基づいた CLD 分類（小川雄之亮 1992、藤村正哲 1996） (1)が普及していますが、世界的

には「治療」に基づく分類が主流であり (2, 3)、本邦のような病因・病態別 CLD 分類とは異な

ります。日本の新生児医療レベルを世界に発信していくためにも、欧米が定めた診断基準と、

我が国の特徴的な病因別 CLD 分類をリンクさせ、国際的にもコンセンサスが得られる分類を

作成することが重要です。 

 

 

 



改訂の目的 

 

本改訂は、厚生労働科学研究・難治性疾患政策研究事業(21FC0101)「新生児慢性肺疾患

の診断基準・病型分類の策定、疾患レジストリの構築、および診療ガイドラインの作成に関す

る研究」（研究代表者：難波文彦）における分担研究（研究分担者：中西秀彦）の一つとして、

これまでの厚生省心身障害研究、慢性肺疾患班による CLD分類（小川雄之亮 1992、藤村

正哲 1996）を新しく改訂するために実施いたしました。 

改訂の目的 

（1） 周産期医療の進歩と共に、30年前と比較して、NICU における治療や、CLDの患者背

景が大きく変わってきていることから、旧分類を改訂すること 

（2） 改訂にあたり、現在入手できるエビデンスを整理して、CLD の発症と重症度に関連す

る周産期のリスク因子を同定し、それら因子を加味した CLD 分類を作成すること 

（3） 早期からの予後予測と治療介入が可能で、かつ国際的にも通用する日本独自の病態

に基づいた CLD 分類を作成すること 

 

 

改訂内容の解説 

 

⚫ 「絨毛膜羊膜炎」「SGA」「胸部 X 線上の Bubbly/Cystic 所見」が項目として挙がった根拠

について 

◼ 本分類項目の選定にあたり、以下の条件下で、スコーピングレビューを実施した結果、

重症CLD（NICHD分類より）における関連因子として、「男児」「絨毛膜羊膜炎」「SGA」

「RDS」「胸部 X線における Bubbly/Cystic所見」「症候性 PDA」が挙がりました (4, 5)。 

 Population:  在胎 28週未満の超早産児（先天異常を除外） 

 Concept:  NICHD2001 による重症 CLD と関連するリスク因子  

 Context:  ・発行期間 2002-2021 年の論文 

・先進国（Human Development Index＜0.8） 

・英語もしくは日本語の論文（n>500） 

・ランダム化比較試験 , 前向き/後ろ向きコホート研究、 

ケースコントロール研究 

◼ 2003～2016 年における NRNJ 超早産児データ（15,834 人）を基に多変量解析を行っ

た検証結果では、 

 「絨毛膜羊膜炎」「SGA」「Bubbly/Cystic 所見」が、重症 CLD 発症の有意な関連因

子であったが、「男児」「症候性 PDA」は関連因子ではありませんでした。 

 RDSは、CLD 重症度の増加に伴い頻度が減少していました。 

 



表１： NRNJ データを用いた検証結果：重症 CLD と関連のある周産期因子 

◼ 以上、スコーピングレビューに基づくエビデンスと、NRNJ の大規模コホートデータベー

スによる検証結果より、「絨毛膜羊膜炎」「SGA」「胸部 X 線上の Bubbly/Cystic 所見」

を項目として選定しました。 

 

⚫ RDSを除外した根拠 

◼ RDSの罹患率が高い超早産児の生存率が上昇していること (6) 

◼ NRNJ 検証結果では RDS は超早産児における重症 CLD の関連因子ではなかったこ

と（表１）。 

◼ 日本の RDSの診断基準 (7)と異なり、国際的 RDSの診断基準が明確ではないこと 

◼ これまでの厚労省分類 CLDⅠ型の中にも、絨毛膜羊膜炎を合併した症例も多く含ま

れており、CLDⅠ型の意義が薄れてきていること (8)。 

以上より、RDSを新病型分類から除外しました。 

 

⚫ 組織学的 CAM を項目として採用する根拠 

◼ 子宮内感染は CLD の既知のリスク因子であること (9)。 

◼ 日本独自の病因別 CLD 分類であり、実際に NRNJ データベースを用いた検証でも重

症 CLD の有意な関連因子であることが証明されたこと（表１）。 

◼ 臨床的 CAM は産婦人科医師の個別の判断によるところも多いこと。 

◼ 組織学的 CAM の評価は、子宮内感染を科学的かつ客観的に証明するためにも重要

であり、今後の新生児医療の発展のためにも、重要な検査であると考えます。実際の

現場においても、産科医療保障制度における再発防止委員会からの提言では、産科

医療関係者参加施設にむけて、胎盤病理組織学検査を実施して絨毛膜羊膜炎や臍



帯炎の有無を確認することを推奨しています。 

以上より、組織学的 CAMを項目として採用しました。 

今後、世界的な流れとして、組織学的 CAM の分類はこれまでの Blanc 分類から Redline

分類へと移行していく可能性があります。このようは背景を考慮して、今回の分類改訂で

は、Stageの有無に関わらず病理学的に診断されたもの（Blanc分類（1981）またはRedline

分類（2003））としました。 

 

⚫ 胸部 X線所見の Bubbly/Cystic 所見を項目として採用する根拠 

◼ 国際的には、X 線所見の判断が曖昧であるとの理由で診断基準には含まれていませ

んが (10)、日本独自の病因別 CLD 分類であり、実際に NRNJ データベースを用いた

検証でも重症 CLD の有意な関連因子であることが証明されたこと（表１）。 

本邦からも重症 CLD との関連因子であることや、長期呼吸予後と関連を示唆する論

文が報告されていること (11-17)。 

 

以上より、胸部エックス線写真正面像上の Bubbly/cystic 所見を項目として採用しました。

ただし、新病型分類案が国内外に浸透するためにも、胸部 X 線所見の定義は明確化す

る必要があります。そこで定義における文言については、Early prediction and evaluation 

cohort of BPD (EPEC-BPD) study に参加されておられる放射線科医と協議して決定して

おります。 

また、Bubbly/cystic所見「あり」「なし」、それぞれのサンプル像を参考に添付しています。 

 

⚫ SGAを項目として採用する根拠 

◼ スコーピングレビューにより抽出された項目であること (5)。 

◼ NRNJ データベースを用いた検証でも重症 CLD の有意な関連因子であることが証明

されたこと（表１）。 

◼ SGA 児は子宮内で低酸素、低栄養環境に暴露されており、これら因子が肺胞および

肺胞毛細血管の発達障害を引き起こすことが示されていることから (18)、重症CLDの

リスク因子となりうること。 

以上より、SGAを項目として採用しました。 

ここでの SGA の定義は、出生体重が 10 パーセンタイル未満としています。この定義は、

NRNJ のオペレーションマニュアルの定義であり (7)、今回の NRNJ データを用いた検証

結果は、本定義によるものである。また多くの海外論文報告で使用されている定義です。 

 

⚫ 厚労科研研究班（難波班）が提示した新生児慢性肺疾患分類の病型の表記方法の根拠 

◼ 日本国内のみならず国際的にも理解し易い分類にするため、従来の厚労省分類と一

致するところ（Ⅲ型など）は残し、Ⅲ’の表記は取り下げました。 



 

⚫ 新生児慢性肺疾患の新厚労省分類（2023）の評価時期は日齢 28日以内に行うこととする

根拠 

◼ CLD の診断時期は「日齢 28」とこれまでの診断時期と変わりはありませんが、診断時

期と今回改訂を行った病型分類の評価時期は「別」とします。 

 本邦の CLD 診断時期は「日齢 28」であり、NICHD 分類においても「日齢 28」が

CLD の重症度分類の基本スタートとなっています。 

 CLD 病型分類の目的は、できるだけ早期に CLD 重症化の徴候を捉えて、早期

に治療介入をすることであるため、病型分類の評価時期は「日齢 28 以内」としま

す。 

◼ 日齢 28 で「酸素使用なし陽圧あり」の場合、本邦の定義でも「先天異常を除く肺の障

害により、酸素投与を必要とするような呼吸窮迫症状が新生児期に始まり、日齢 28 を

越えて持続するもの」と定義されており、「酸素投与を必要とするような」の解釈として、

CLD と診断します。また実際の臨床現場では、日齢 28 未満でも胸部 X 線所見の変

化を来す症例を多く経験します。 
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